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人口(人口の推移）02

●年齢別の人口構成割合の見込は以下の通り
（年少人口15歳未満、生産年齢人口15歳～64歳、老年人口65歳以上）

●滞在人口は、平日の昼間滞在人口が夜間の滞在人口を上回っているため
市内への通勤通学者が市外への通勤通学者を上回っていることが読み取れる

年少人口 生産年齢人口 老年人口

2020年（実績） １２．１％ ５８．６％ ２６．１％

2045年（見込） １０．９％ ５４．０％ ３５．０％



人口(増減の要因）03

●近年は、社会減に加え、自然減が加速化

●主に、大学進学時等のタイミングで大きく流入後、
就職や転職等のタイミングでの流出が目立つ。



産業構造(事業所数・従業員数）04

●事業者数で最も多いのが「卸売業・小売業」の6,928事業所（26.4％）。
次は「宿泊業、飲食サービス業」の3,532事業所（13.4％）

「建設業」2,327事業所（8.9％）と続く。

●従業員数で最も多いのは「卸売業、小売業」の56,300人（22.4％）。
次は「医療、福祉」32,004人（12.7％）と続く。



産業構造(地域内産業の構成割合）05

●金沢市の3次産業の割合は76.9％であり、全国（58.9％）や
石川県（56.1％）と比べても高い

●一方で、2次産業の割合は22.7％で、全国（39.9％）や
石川県（43.0％）と比べて低い

※生産額ベースの割合
※1次産業：農業、林業、漁業
※2次産業：製造業、建設業、

工業 等
※3次産業：商業、金融業、

医療・福祉・教育等
のサービス業
外食産業、
情報通信産業 等



産業構造(小売業・卸売業）06

●2021年の年間商品販売額は2兆4,445億円で、2016年と
比較すると8.3％減

●2021年の事業所数は小売業3,365事業所、卸売業1,928事業所
であり、2007年と比較すると、小売業は29.7％減、卸売業は
17.4％減



産業構造(製造業）07

●製造品出荷額等の推移では、2015年の4,583億円から
2020年の4,940億円に7.8％増

●事業所数の推移では、事業所数が多い①食料品製造業
②生産用機械器具製造業ともに、直近に近づくにつれて
減少～横這い傾向である



雇用(有効求人倍率・有効求職者数）08

●2022年9月時点の石川県の有効求人倍率は1.56倍であり、
全国平均である1.20倍を上回っている。

●有効求職者数の総数では「事務的職業」が48,922人で最も
多く、全体の24.0％を占めている。次に、「運搬・清掃等の
職業」が39,523人（19.4％）で続く。



雇用(求人情報数・一人当たり賃金）09

●金沢市の2023年3月の求人情報数の前年同月比は22.5％。
2022年3月の求人情報数の前年同月比は18.3％であり、
求人情報数の伸びは増加傾向で推移している。

●2022年の石川県の一人当たり賃金の平均は420万円であり、
全国平均の463万円と比べて低い。

●一人当たり賃金の全国順位は25位となっている。


